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（「還付ポイント対象品目」について） 

 

 

資 料 ６ 



「日本型軽減税率制度」の「還付ポイント対象品目」に係る検討の基本的な考え方

外食サービス

食品表示基準の
適用を受ける
「飲食料品」

酒

標準税率対象
品目が中心の
一体商品

〇 飲食料品 ；食品表示法に規定する食品のうち同法に規定する販売の用に供する食品に関する表示の基準の適
用を受けるもの（酒類及び主たる資産等が当該飲食料品でない一体商品を除く。）

〇 外食サービス ；食品衛生法の許可を受けた飲食店営業及び喫茶店営業を営む者が行う当該許可に係る飲食料

品を飲食させる役務（風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律の許可又は届出が必要な者が行うもの
及び主たる資産等が当該飲食料品を飲食させる役務でない一体商品を除く。）

風営法の許可又は届出が
必要な者（バー、キャバ
レー、深夜営業の居酒屋
等）が行う外食サービス

軽減税率対象
品目が中心の
一体商品

医薬品等
（食品表示基準対象外）

組合せ商品

※ 取扱いは税法独自
に規定する必要
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【参考】食品表示法の概要

消費者基本法の基本理念を踏まえて、表示義務付けの目的を統一・拡大
【新制度】
・ 食品を摂取する際の安全性
・ 一般消費者の自主的かつ合理的な
食品選択の機会の確保

○ 基本理念（３条）
・食品表示の適正確保のための施策は、消費者基本法に基づく消費者政策の一環として、
消費者の権利（安全確保、選択の機会確保、必要な情報の提供）の尊重と消費者の
自立の支援を基本

・食品の生産の現況等を踏まえ、小規模の食品関連事業者の事業活動に及ぼす影響等に
配慮

目的

○ 内閣総理大臣は、食品を安全に摂取し、自主的かつ合理的に選択するため、
食品表示基準を策定
① 名称、アレルゲン、保存の方法、消費期限、原材料、添加物、栄養成分の量及び熱量、
原産地その他食品関連事業者等が表示すべき事項

② 前号に掲げる事項を表示する際に食品関連事業者等が遵守すべき事項
○ 食品表示基準の策定・変更
～厚生労働大臣・農林水産大臣・財務大臣に協議／消費者委員会の意見聴取

食品表示基準

食品を摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択
の機会を確保するため、

食品衛生法、ＪＡＳ法及び健康増進法の食品の表示に関する規定を統合して
食品の表示に関する包括的かつ一元的な制度を創設。

（現行、任意制度となっている栄養表示についても、義務化が可能な枠組みとする）

【従来】
・食品衛生法･･･衛生上の危害発生防止
・Ｊ Ａ Ｓ 法･･･品質に関する適正な表示
・健康増進法･･･国民の健康の増進

食品表示基準の遵守

○ 食品関連事業者等は、食品表示基準に従い、食品の表示をする義務

指示等

○ 内閣総理大臣（食品全般）、農林水産大臣（酒類以外の食品）、財務大臣（酒類）
～食品表示基準に違反した食品関連事業者に対し、表示事項を表示し、遵守事項を
遵守すべき旨を指示

○ 内閣総理大臣～指示を受けた者が、正当な理由なく指示に従わなかったときは、命令
○ 内閣総理大臣～緊急の必要があるとき、食品の回収等や業務停止を命令
○ 指示・命令時には、その旨を公表

立入検査等

○ 違反調査のため必要がある場合
～立入検査、報告徴収、書類等の提出命令、質問、収去

内閣総理大臣等に対する申出等

○ 何人も、食品の表示が適正でないため一般消費者の利益が害されていると認めるとき
～内閣総理大臣等に申出可

⇒内閣総理大臣等は、必要な調査を行い、申出の内容が事実であれば、適切な措置

○ 著しく事実に相違する表示行為・おそれへの差止請求権
（適格消費者団体～特定商取引法、景品表示法と同様の規定）

権限の委任

○ 内閣総理大臣の権限の一部を消費者庁長官に委任
○ 内閣総理大臣・消費者庁長官の権限の一部を都道府県知事・保健所設置市等に委任

（政令）

罰則

○ 食品表示基準違反（安全性に関する表示、原産地・原料原産地表示の違反）、命令
違反等について罰則を規定

附則
○ 施行期日～公布の日から２年を超えない範囲内で政令で定める日から施行
○ 施行から３年後に見直す旨規定を設けるほか、所要の規定を整備

（参考）表示基準（府令レベル）の取扱い
○ 表示基準の整理・統合は、府令レベルで別途実施
（法律の一元化による表示義務の範囲の変更はない。）

【今後の検討課題】
○ 中食・外食（アレルギー表示）※、インターネット販売の取扱い～当面、実態調査等を実施
○ 遺伝子組換え表示、添加物表示の取扱い～当面、国内外の表示ルールの調査等を実施
○ 加工食品の原料原産地表示の取扱い

～当面、現行制度の下での拡充を図りつつ、表示ルールの調査等を実施
→上記課題のうち、準備が整ったものから、順次、新たな検討の場で検討を開始
※平成26年4月より「外食等におけるアレルゲン情報の提供の在り方検討会」を開催し、同年12月

に中間報告を取りまとめ

○ 食品表示の文字のポイント数の拡大の検討 等

整合性の取れた表示基準の制定

消費者、事業者双方にとって分かりやすい表示

消費者の日々の栄養・食生活管理による健康増進に寄与

効果的・効率的な法執行

（４条）

（５条）

（６条・７条）

（８条～10条）

（11条・12条）

（15条）

（17条～23条）

※ ＪＡＳ法；（旧）農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（出典）消費者庁ウェブサイトより。
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【参考】従来の食品表示に関する法律

食品衛生法 ＪＡＳ法 健康増進法

【目的】
○飲食に起因する衛生上
の危害発生を防止

【目的】
○農林物資の品質の改善
○品質に関する適正な表
示により消費者の選択に
資する

【目的】
○栄養の改善その他の国
民の健康の増進を図る

○販売の用に供する食品
等に関 する表示につい
ての基準の策定及び当
該基準の遵守（第19条）

等

○食品、添加物、容器包装
等の規格基準の策定
○規格基準に適合しない食
品等の販売禁止
○都道府県知事による営業
の許可

等

○製造業者が守るべき表
示基準の策定
（第19条の13）

○品質に関する表示の基
準の遵守
（第19条の13の２） 等

○日本農林規格の制定
○日本農林規格による格付

等

○栄養表示基準の策定
及び当該基準の遵守
（第31条、第31条の２）

等

○基本方針の策定
○国民健康・栄養調査の実
施
○受動喫煙の防止
○特別用途食品に係る許可

等

表
示
関
係

（表
示
関
係
以
外
）

（従来の法令に基づく表示例）

※栄養表示は任意

※「39」は製造所固有記号

食品衛生法に基づく表示事項

JAS法に基づく表示事項

食品衛生法、JAS法の両法に基づく表示事項

健康増進法に基づく表示事項

JAS法 食品衛生法

食品安全の確保

添加物

アレルギー

原材料名

内容量

原産地

品質

保存方法

遺伝子組換え

製造者名等

賞味・消費期限

名称

健康増進法

（栄養表示）

等
等

等

（出典）消費者庁ウェブサイトより。
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MOFA8122
タイプライターテキスト

MOFA8122
タイプライターテキスト

MOFA8122
タイプライターテキスト
（出典）「平成26年６月26日　食品表示基準案（パブコメ案）説明会資料」（消費者庁）　

MOFA8122
タイプライターテキスト

MOFA8122
タイプライターテキスト

MOFA8122
タイプライターテキスト



食品表示における「異種混合食品（刺身盛り合わせ等）」に係る議論の経緯

単品又は同一の種類の水産物等を切断して混合 複数の種類の水産物等を切断して混合

容器包装され、製造場所
以外で販売されるもの

生鮮食品 加工食品

単品又は同一の種類の水産物等を切断して混合 複数の種類の水産物等を切断して混合

組合せ、盛り合わせ 混合 組合せ、盛り合わせ 混合

容器包装され、製造場所
以外で販売されるもの 生鮮食品 生鮮食品 生鮮食品 加工食品

【現状の課題】 ・同一種類の混合品は「生鮮食品」で、異種混合された食品は「加工食品」とされており、同じ「刺身」であっても表示事項が異なっている
ことについて、一部の消費者の感覚とズレが生じている。

・食品の多様化によってその食品本来の特性に馴染まない食品区分となっている食品区分となっている。
【見直しの方向性】・各々の生鮮食品を単に組み合わせたり、盛り合わせただけで、ばらばらに飲食、調理等されることが想定されるものは「生鮮食品」とし、

・各々の生鮮食品が混合されて、１つの商品としてそのまま飲食、調理等されることが想定されるものを「加工食品」とする。

「生鮮食品・業務用食品の表示に関する調査会 報告書」（平成26年６月13日）
・新たに生鮮食品となる盛り合わせ等について、消費期限や保存方法など安全性に関する情報の表示が義務でなくなること、
・刺身盛り合わせの例では、原産地表示の正確性を確保することの難しさや実行可能性を懸念、
等の意見が寄せられ、
⇒食品を摂取する際の安全性の観点及び事業者の実行可能性を踏まえ、さらなる商品実態や消費者が選択する際の
食品表示に関する意識も調査した上で、検討が必要とされた。

旧JAS法の品質表示基準での取扱い

新食品表示基準での取扱い

単品又は同一の種類の水産物等を切断して混合 複数の種類の水産物等を切断して混合

組合せ、盛り合わせ 混合 組合せ、盛り合わせ 混合

容器包装され、製造場所
以外で販売されるもの 生鮮食品 生鮮食品 加工食品 加工食品

「食品表示基準案（消食表第229号諮問）に関する審議経過報告書」（平成27年３月）中の消費者庁の説明
・生鮮食品の調査会の中では結論を得られていない状況。（中略）そのため、現行ルールを変えないということにした。
・異種混合の考え方については、何らか今後調査をした上で検討が必要というふうに消費者庁としては考えている。

食品表示部会 消費者庁提出資料（平成26年1月24日 第１回生鮮食品・業務用食品調査会）
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食品表示法の概要

【食品表示法の概要】

＜目的＞

〇 食品を摂取する際の安全性及び一般消費者の自主的かつ合理的な食品選択の機会を確保するた
め、食品衛生法、農林物資の規格化及び品質表示の適正化に関する法律（旧ＪＡＳ法）及び健康増進
法の食品の表示に関する規定を統合して食品の表示に関する包括的かつ一元的な制度として創設
（平成２７年４月施行）

＜食品表示基準の遵守＞

〇 食品関連事業者等（食品の製造、加工（調整及び選別を含む）若しくは輸入を業とする者（当該食品
の販売をしない者を除く）又は食品の販売を業とする者その他食品の販売をする者）は、食品表示基
準に従い、食品の表示義務を負う

＜内閣総理大臣等による指示等＞

〇 内閣総理大臣等は、食品表示基準に違反した食品関連事業者等に対して、表示事項の表示、遵守
事項の遵守を指示
・指示を受けた者が、正当な理由なく指示に従わなかったときは、命令
・緊急の必要があるとき、食品の回収等や業務停止を命令
・指示、命令時にはその旨を公表

＜立入検査等＞
〇 違反調査のため必要がある場合には、立入検査、報告徴収、書類等の提出命令、質問、収去

＜罰則等＞

〇 食品表示基準違反（安全性に関する表示及び原産地・原料原産地表示の違反）、命令違反等には
罰則
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（定義）
第二条 この法律において「食品」とは、全ての飲食物（医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性
の確保等に関する法律（昭和三十五年法律第百四十五号）第二条第一項に規定する医薬品、同条第
二項に規定する医薬部外品及び同条第九項に規定する再生医療等製品を除き、食品衛生法第四条
第二項に規定する添加物（第四条第一項第一号及び第十一条において単に「添加物」という。）を含
む。）をいう。

３ この法律において「食品関連事業者等」とは、次の各号のいずれかに該当する者をいう。
一 食品の製造、加工（調整及び選別を含む。）若しくは輸入を業とする者（当該食品の販売をしない者
を除く。）又は食品の販売を業とする者（以下「食品関連事業者」という。）

二 前号に掲げる者のほか、食品の販売をする者

（食品表示基準の策定等）
第四条 内閣総理大臣は、内閣府令で、食品及び食品関連事業者等の区分ごとに、次に掲げる事項の
うち当該区分に属する食品を消費者が安全に摂取し、及び自主的かつ合理的に選択するために必要
と認められる事項を内容とする販売の用に供する食品に関する表示の基準を定めなければならない。
一 名称、アレルゲン（食物アレルギーの原因となる物質をいう。第六条第八項及び第十一条において
同じ。）、保存の方法、消費期限（食品を摂取する際の安全性の判断に資する期限をいう。第六条第
八項及び第十一条において同じ。）、原材料、添加物、栄養成分の量及び熱量、原産地その他食品関
連事業者等が食品の販売をする際に表示されるべき事項

二 表示の方法その他前号に掲げる事項を表示する際に食品関連事業者等が遵守すべき事項

（食品表示基準の遵守）
第五条 食品関連事業者等は、食品表示基準に従った表示がされていない食品の販売をしてはならない。

食品表示法（平成二十五年法律第七十号）（抄）

生鮮食品、加工食品、添加物の別に表示基準を策定
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【食品表示基準（内閣府令）（抄）】（平成27年４月１日施行）

第一条 この府令は、食品関連事業者等が、加工食品、生鮮食品又は添加物を販売する場合について適用する。ただし、
加工食品又は生鮮食品を設備を設けて飲食させる場合には、第四十条の規定を除き、適用しない。

第二条 この府令において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
一 加工食品 製造又は加工された食品として別表第一に掲げるものをいう。
二 生鮮食品 加工食品及び添加物以外の食品として別表第二に掲げるものをいう。

別表第一（第二条関係）＜加工食品＞
１ 麦類

精麦
２ 粉類

米粉、小麦粉、雑穀粉、豆粉、いも粉、調製穀粉、その他の粉類
３ でん粉

小麦でん粉、とうもろこしでん粉、甘しょでん粉、ばれいしょでん粉、タピオカでん粉、サゴでん粉、その他のでん粉
４ 野菜加工品

野菜缶・瓶詰、トマト加工品、きのこ類加工品、塩蔵野菜（漬物を除く。）、野菜漬物、野菜冷凍食品、乾燥野菜、野菜
つくだ煮、その他の野菜加工品

５ 果実加工品
果実缶・瓶詰、ジャム・マーマレード及び果実バター、果実漬物、乾燥果実、果実冷凍食品、その他の果実加工品

６ 茶、コーヒー及びココアの調製品
茶、コーヒー製品、ココア製品

７ 香辛料
ブラックペッパー、ホワイトペッパー、レッドペッパー、シナモン（桂皮）、クローブ（丁子）、ナツメグ（肉ずく）、サフラン、
ローレル（月桂葉）、パプリカ、オールスパイス（百味こしょう）、さんしょ う、カレー粉、からし粉、わさび粉、しょうが、その
他の香辛料

８ めん・パン類
めん類、パン類

９ 穀類加工品
アルファー化穀類、米加工品、オートミール、パン粉、ふ、麦茶、その他の穀類加工品

10 菓子類
ビスケット類、焼き菓子、米菓、油菓子、和生菓子、洋生菓子、半生菓子、和干菓子、キャンデー類、チョコレート類、
チューインガム、砂糖漬菓子、スナック菓子、冷菓、その他の菓子類 8



11 豆類の調製品
あん、煮豆、豆腐・油揚げ類、ゆば、凍り豆腐、納豆、きなこ、ピーナッツ製品、いり豆、その他の豆類調製品

12 砂糖類
砂糖、糖みつ、糖類

13 その他の農産加工食品
こんにゃく、その他１から12に分類されない農産加工食品

14 食肉製品
加工食肉製品、鳥獣肉の缶・瓶詰、加工鳥獣肉冷凍食品、その他の食肉製品

15 酪農製品
牛乳、加工乳、乳飲料、練乳及び濃縮乳、粉乳、発酵乳及び乳酸菌飲料、バター、チーズ、アイスクリーム類、その他の
酪農製品

16 加工卵製品
鶏卵の加工製品、その他の加工卵製品

17 その他の畜産加工食品
蜂蜜、その他14から16に分類されない畜産加工食品

18 加工魚介類
素干魚介類、塩干魚介類、煮干魚介類、塩蔵魚介類、缶詰魚介類、加工水産物冷凍食品、練り製品、その他の加工魚
介類

19 加工海藻類
こんぶ、こんぶ加工品、干のり、のり加工品、干わかめ類、干ひじき、干あらめ、寒天、その他の加工海藻類

20 その他の水産加工食品
その他18及び19に分類されない水産加工食品

21 調味料及びスープ
食塩、みそ、しょうゆ、ソース、食酢、調味料関連製品、スープ、その他の調味料及びスープ

22 食用油脂
食用植物油脂、食用動物油脂、食用加工油脂

23 調理食品
調理冷凍食品、チルド食品、レトルトパウチ食品、弁当、そうざい、その他の調理食品

24 その他の加工食品
イースト、植物性たんぱく及び調味植物性たんぱく、麦芽及び麦芽抽出物並びに麦芽シロップ、粉末ジュース、その他21
から23に分類されない加工食品

25 飲料等 飲料水、清涼飲料、酒類、氷、その他の飲料
9



別表第二（第二条関係）＜生鮮食品＞

１農産物（きのこ類、山菜類及びたけのこを含む。）

(1) 米穀（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び精麦又は雑穀を混合したものを含む。）
玄米、精米

(2) 麦類（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含む。）
大麦、はだか麦、小麦、ライ麦、えん麦

(3) 雑穀（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含む。）
とうもろこし、あわ、ひえ、そば、きび、もろこし、はとむぎ、その他の雑穀

(4) 豆類（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの及び単に切断したものを含み、未成熟のものを除く。）
大豆、小豆、いんげん、えんどう、ささげ、そら豆、緑豆、落花生、その他の豆類

(5) 野菜（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単に凍結させたものを含む。）
根菜類、葉茎菜類、果菜類、香辛野菜及びつまもの類、きのこ類、山菜類、果実的野菜、その他の野菜

(6) 果実（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単に凍結させたものを含む。）
かんきつ類、仁果類、核果類、しょう果類、殻果類、熱帯性及び亜熱帯性果実、その他の果実

(7) その他の農産食品（収穫後調整、選別、水洗い等を行ったもの、単に切断したもの及び単に凍結させたものを含む。）
糖料作物、こんにゃくいも、未加工飲料作物、香辛料原材料、他に分類されない農産食品

２畜産物

(1) 食肉（単に切断、薄切り等したもの並びに単に冷蔵及び凍結させたものを含む。）
牛肉、豚肉及びいのしし肉、馬肉、めん羊肉、山羊肉、うさぎ肉、家きん肉、その他の肉類

(2) 乳
生乳、生山羊乳、その他の乳

(3) 食用鳥卵（殻付きのものに限る。）
鶏卵、アヒルの卵、うずらの卵、その他の食用鳥卵

(4) その他の畜産食品（単に切断、薄切り等したもの並びに単に冷蔵及び凍結させたものを含む。）

10



３ 水産物(ラウンド、セミドレス、ドレス、フィレー、切り身、刺身(盛り合わせたものを除く。)、むき身、単に凍結させたもの及
び解凍したもの並びに生きたものを含む。)

(1) 魚類
淡水産魚類、さく河性さけ・ます類、にしん・いわし類、かつお・まぐろ・さば類、あじ・ぶり・しいら類、たら類、かれい・ひら
め類、すずき・たい・にべ類、その他の魚類

(2) 貝類
しじみ・たにし類、かき類、いたやがい類、あかがい・もがい類、はまぐり・あさり類、ばかがい類、あわび類、さざえ類、そ
の他の貝類

(3) 水産動物類
いか類、たこ類、えび類、いせえび・うちわえび・ざりがに類、かに類、その他の甲かく類、うに・なまこ類、かめ類、その他
の水産動物類

(4) 海産ほ乳動物類
鯨、いるか、その他の海産ほ乳動物類

(5) 海藻類
こんぶ類、わかめ類、のり類、あおさ類、寒天原草類、その他の海藻類

11



食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）（抄）

第一条 この法律は、食品の安全性の確保のために公衆衛生の見地から必要な規制その他の措置を講ずることにより、飲食に起因する衛生上の危
害の発生を防止し、もつて国民の健康の保護を図ることを目的とする。

第三条 食品等事業者（食品若しくは添加物を採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、若しくは販売すること若しくは器具若しくは容
器包装を製造し、輸入し、若しくは販売することを営む人若しくは法人又は学校、病院その他の施設において継続的に不特定若しくは多数の者に食
品を供与する人若しくは法人をいう。以下同じ。）は、その採取し、製造し、輸入し、加工し、調理し、貯蔵し、運搬し、販売し、不特定若しくは多数の者
に授与し、又は営業上使用する食品、添加物、器具又は容器包装（以下「販売食品等」という。）について、自らの責任においてそれらの安全性を確
保するため、販売食品等の安全性の確保に係る知識及び技術の習得、販売食品等の原材料の安全性の確保、販売食品等の自主検査の実施その
他の必要な措置を講ずるよう努めなければならない。

２ 食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生の防止に必要な限度において、当該食品等事業者に対して販売食品等又はそ
の原材料の販売を行つた者の名称その他必要な情報に関する記録を作成し、これを保存するよう努めなければならない。

３ 食品等事業者は、販売食品等に起因する食品衛生上の危害の発生を防止するため、前項に規定する記録の国、都道府県等への提供、食品衛生
上の危害の原因となつた販売食品等の廃棄その他の必要な措置を適確かつ迅速に講ずるよう努めなければならない。

第五十一条 都道府県は、飲食店営業その他公衆衛生に与える影響が著しい営業（食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律第二条第五
号に規定する食鳥処理の事業を除く。）であつて、政令で定めるものの施設につき、条例で、業種別に、公衆衛生の見地から必要な基準を定めなけ
ればならない。

第五十二条 前条に規定する営業を営もうとする者は、厚生労働省令で定めるところにより、都道府県知事の許可を受けなければならない。

（営業の指定）
第三十五条 法第五十一条の規定により都道府県が施設についての基準を定めるべき営業は、次のとおりとする。
一 飲食店営業（一般食堂、料理店、すし屋、そば屋、旅館、仕出し屋、弁当屋、レストラン、カフエー、バー、キヤバレーその他食品を調理し、又は設
備を設けて客に飲食させる営業をいい、次号に該当する営業を除く。）

二 喫茶店営業（喫茶店、サロンその他設備を設けて酒類以外の飲物又は茶菓を客に飲食させる営業をいう。）
三～三十四 省略

食品衛生法施行令（昭和二十八年政令第二百二十九号）（抄）
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風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和二十三年法律第百二十二号）（抄） 

（目的）  
第一条 この法律は、善良の風俗と清浄な風俗環境を保持し、及び少年の健全な育成に障害を及ぼす行為を防止するため、風俗営業及び性風俗関連特殊 
 営業等について、営業時間、営業区域等を制限し、及び年少者をこれらの営業所に立ち入らせること等を規制するとともに、風俗営業の健全化に資するた 
 め、その業務の適正化を促進する等の措置を講ずることを目的とする。  
 
（用語の意義）  
第二条 この法律において「風俗営業」とは、次の各号のいずれかに該当する営業をいう。  
 一 キヤバレーその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客の接待をして客に飲食をさせる営業  
 二 待合、料理店、カフエーその他設備を設けて客の接待をして客に遊興又は飲食をさせる営業（前号に該当する営業を除く。）  
 三 ナイトクラブその他設備を設けて客にダンスをさせ、かつ、客に飲食をさせる営業（第一号に該当する営業を除く。）  
 四 削除 
 五 喫茶店、バーその他設備を設けて客に飲食をさせる営業で、国家公安委員会規則で定めるところにより計つた客席における照度を十ルクス以下として 
  営むもの（第一号から第三号までに掲げる営業として営むものを除く。）  
 六 喫茶店、バーその他設備を設けて客に飲食をさせる営業で、他から見通すことが困難であり、かつ、その広さが五平方メートル以下である客席を設けて 
  営むもの  
 七 まあじやん屋、ぱちんこ屋その他設備を設けて客に射幸心をそそるおそれのある遊技をさせる営業  
 八 スロットマシン、テレビゲーム機その他の遊技設備で本来の用途以外の用途として射幸心をそそるおそれのある遊技に用いることができるもの（国家公 
  安委員会規則で定めるものに限る。）を備える店舗その他これに類する区画された施設（旅館業その他の営業の用に供し、又はこれに随伴する施設で政 
  令で定めるものを除く。）において当該遊技設備により客に遊技をさせる営業（前号に該当する営業を除く。）  
３ この法律において「接待」とは、歓楽的雰囲気を醸し出す方法により客をもてなすことをいう。  
５ この法律において「性風俗関連特殊営業」とは、店舗型性風俗特殊営業、無店舗型性風俗特殊営業、映像送信型性風俗特殊営業、店舗型電話異性紹介 
 営業及び無店舗型電話異性紹介営業をいう。  
１１ 略  
 三  飲食店営業（設備を設けて客に飲食をさせる営業で食品衛生法（昭和二十二年法律第二百三十三号）第五十二条第一項の許可を受けて営むものを 
  いい、接待飲食等営業又は店舗型性風俗特殊営業に該当するものを除く。以下同じ。）のうち、バー、酒場その他客に酒類を提供して営む営業（営業の常 
  態として、通常主食と認められる食事を提供して営むものを除く。以下「酒類提供飲食店営業」という。）で、日出時から午後十時までの時間においてのみ 
  営むもの以外のもの  
 
 （営業の許可）  
第三条 風俗営業を営もうとする者は、風俗営業の種別（前条第一項各号に規定する風俗営業の種別をいう。以下同じ。）に応じて、営業所ごとに、当該営業 
 所の所在地を管轄する都道府県公安委員会（以下「公安委員会」という。）の許可を受けなければならない。 
 
 （営業等の届出） ※その他の性風俗関連特殊営業は同様の規定であるため省略 
第二十七条 店舗型性風俗特殊営業を営もうとする者は、店舗型性風俗特殊営業の種別（第二条第六項各号に規定する店舗型性風俗特殊営業の種別をい 
 う。以下同じ。）に応じて、営業所ごとに、当該営業所の所在地を管轄する公安委員会に、次の事項を記載した届出書を提出しなければならない。   
 
 （深夜における酒類提供飲食店営業の届出等）  
第三十三条 酒類提供飲食店営業を深夜において営もうとする者は、営業所ごとに、当該営業所の所在地を管轄する公安委員会に、次の事項を記載した届 
 出書を提出しなければならない。 

（平成２７年９月１日現在） 
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